
様式第１号（第４条関係）

１■施策の概要

　

　 部
課

又は施設

①節

　　
②項

　

①

　
②

③

２■施策推進の状況
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３■施策の担当課による評価結果
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施策評価票番号 11

基本成果指標名

総務部 防災安全課

　コミュニティが充実し、災害時に助け合う地域社会になるよう情報交換ができる組織を構築すること
により、市民が安心して暮らせる防災に強い町づくりを目指す。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　平成２３年度

　
３－２評価の内容 　各地域の自主防災組織が計画する訓練等に積極的指導を行い知識、

技術の向上と地域のコミュニケーションが図れた。

　大規模災害に備え、全地域に自主防災組織が設立。この組
織を最大限に活用し、市民の生命、財産、と被害を最小限に
食い止めるかが課題となる。

　自主防災組織の連合会を設立し、災害時各地域において、スムーズ
な対応が必要不可欠である。

　全地域に自主防災組織の設立ができた。又、積極的な指導を行い、
知識、技術の向上が図れた。

　近年、騒がれている大地震から被害を最小限にとどめ、市
民に対し｢安全・安心」を提供することから市民の期待度が
高まっている。

　災害時行政の対応にも限りがあり、各地域で設立している自主防災
組織が行政に頼らずとも災害に対応できる組織の構築が課題である。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

 

　平成２２年度 　平成２４年度 　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２４年度

650,088

　平成２６年度

28,169

　平成２７年度
単年度
担当課評価

7,188

40,490

621,919

　平成２５年度 　平成２６年度　
３－1評価結果

担当課評価

　平成２２年度

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　
２－１施策全体に
係る合計コストの
推移（千円）

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

１―３―１

総合評価

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

基本施策コード防災

６５．０（％）　防災への安心感に対する満足度

評価票作成者

　生活環境「安全・安心で、うるおいのあるまちづくり」

　生活安全・安心

　平成２７年度　平成２３年度 　平成２５年度

防災安全課長
加藤義久

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　自主防災組織率、耐震化、防災訓練等の充実に
より市民満足度向上を示す指標

１－１施策の名称

１－２担当

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

 　平成１８年度

33,302

７０．０（％）

達成率(％)

 ● 施策評価の判定基準
　　Ａ ：　施策の目的を効果的に達成しているので継続する
　　Ｂ ：　施策推進の実施手法等に改善の必要がある

　良好に進展

　良好でない

　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 　良好に進展 　良好に進展

　良好でない 　良好でない 　良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 　良好でない 　良好でない



４■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断
優先順位

総合評価
担当課
評価

担当課
判断
優先順位

総合評価

1 3(種類) Ａ 5 Ａ Ａ 2

2 2(回) Ｂ 6 Ｂ Ｂ 3

3 未実施 - 8 - Ａ 4

4 659(円) Ａ 9 Ａ Ａ 8

5 0(％) Ａ 3 Ａ Ａ 10

6
120(町内
会）

Ａ 1 Ａ Ａ 1

7 20(団体) Ａ 10 Ａ Ａ 5

8 456(名) Ａ 2 Ａ Ａ 6

9 14(箇所) Ａ 7 Ａ Ａ 7

10 1(棟) Ａ 4 Ａ Ｂ 9

11

12

13

14

15

成果指標と最終目標値(単位)事務事業名称

４－１　施策を構成する事務事業の評価情報 　平成１８年度

危険度情報の提供事業（主要事業） 市民への情報提供　５(種類)

職員による防災訓練事業（主要事業） 職員研修　3（回/年）

災害支援協力体制の充実事業 災害協定締結団体数　３０(団体)

情報伝達体制の拡充事業 災害時における情報伝達方法の充実　３０００(人)

備蓄計画事業（主要事業） 備蓄計画箇所数　２４(箇所)

災害時要援護者の人数の把握割合　９０(％)

自主防災組織の充実事業（主要事業） 自主防災組織の設立　124（町内会）

行動マニュアルの作成と普及事業（主要
事業）

行動マニュアルの作成　５(本)

避難所用品の整備事業 市民災害備蓄金額　５，０００円　(市民一人当たり)

　平成１９年度

実績値

3(種類)

公共施設の耐震化整備計画事業 公共施設耐震化整備実施施設数　９１(棟)

災害時要援護者への取組事業

2(回)

1(本)

714(円）

6(回)

124(町内
会）

20(団体)

1396(名)

14(箇所)

5(棟)


